
大崎ケーブルテレビ インターネット加入契約約款

第１節 総則
第１条（約款の適用）
１．ニューデジタルケーブル株式会社（以下「当社」といいます。）は、大崎ケーブルテレビイン
ターネット加入契約約款（以下「本約款」といいます。）を定め、これに基づきインターネットサ
ービス等（以下「本サービス」といいます。）を提供します。

２．本約款は、本サービスを提供・利用する際の当社と加入者（本約款を承諾して当社と加入
契約を締結し、当社が設置するインターネット設備により本サービスを受ける者）との間のい
っさいの関係に適用されます。

３．加入者が国内外の他のネットワークを経由して通信を行う場合、加入者は、経由する全て
のネットワークの規則にも従うものとします。特に、研究ネットワークを営利目的で使用しない
ものとします。
４．本サービスの提供・利用は、国内外の法令・電気通信事業者が定める規則等により制限さ
れることがあります。また、本サービスの利用は、良質なインターネット利用環境を確保する
ため本約款等により制限されることがあります。

第２条（約款の変更）
１．当社は、民法第５４８条の４の規定により、本約款、個別約款および追加約款（以下「本約
款等」といいます。）の変更の必要性、変更後の内容相当性、その他の変更に係る事情に照
らして合理的なものであると判断する場合は、加入者と個別の協議をすることなく本約款等
を変更することができるものとします。
２．前項に基づき、当社が本約款等を変更するときは、第３条第1項に定める方法により、変更
後の本約款等の内容および効力発生日を加入者に事前に通知します。ただし、事前通知で
きないやむを得ない事由がある場合は、効力発生後速やかに通知するものとします。
３．本約款等が変更された場合、料金その他の提供条件、利用内容は変更後の各約款によ
ります。ただし、本約款等の改定前に発生した債務については変更前の各約款が適用され
ます。

第３条（加入者への通知）
１．当社は、本約款等に別段の定めのある場合を除き、次のいずれかの方法により、加入者へ
の通知を行います。
（１）大崎ケーブルテレビホームページへのアップロード
この方法による場合、通知がホームページ上に掲示され、加入者がホームページにアク
セスすれば当該通知を閲覧することが可能となった時点で通知が完了したものとします。

（２）本サービス経由の電子メール
この方法による場合、電子メールが加入者の電子メールアドレスを保有するメールサー
バに到達した時点で通知が完了したものとします。

（３）その他当社が適当と認める方法
２．加入者は、前項の通知を遅滞なく閲覧する義務を負うものとし、当社は、加入者が閲覧義
務を怠ったために被った損害について、その責任を負いません。

第４条（工事費・本サービス利用料等）
１．加入者は、別段の定めのない限り、別表の料金表に従い工事費を支払うものとします。
２．本サービスは、当社が業務委託契約を締結している株式会社エヌディエスより提供されま
す。
３．本サービスの内容および接続料金は、別表に記載のとおりとします。
４．社会情勢の変化、提供するサービス内容の変更等により、当社は工事費、接続料金、また
各種手数料等の改定をすることがあります。その場合は改定月の１か月前までに加入者に
通知します。

第２節 加入契約の締結
第５条（契約単位）
１．加入契約は、加入世帯ごとまたは事業所ごとに行います。ただし、同一の世帯または事業
所に２本以上の加入者引込線を要する場合は、加入契約を加入者引込線ごととします。
２．共同住宅居住者、集合住宅居住者、賃貸戸建居住者等で共聴施設によりサービスの提
供を受けるべき場合については、建物所有者と当社の集合住宅契約締結後、各居住者と
加入契約をするものとします。

第６条（契約期間）
１．契約期間はサービスを開始した日（以下「サービス開始日」といいます。）から２４か月間とし
ます。
２．加入者および当社は、契約期間満了日の３０日前までに、加入契約を終了させるとの意思
表示を当社所定の方法で相手方に通知することにより、加入契約を終了させることができま
す。
３．加入者および当社が加入契約を終了させるとの意思表示を相手方に通知しなかった場合
は、加入契約は、契約期間満了日の翌日から１か月間延長されます。
４．延長された契約期間が満了する際も前２項と同様とします。

第７条（加入契約の成立）
１．加入契約は、加入者があらかじめ本約款を承諾し、別途定める様式の加入申込書に必要
事項を記入捺印の上で当社に申込み、当社がこれを承認したときに成立するものとします。
ただし、当社は加入申込書の提出があった場合でも、次の場合は申込を承諾しないことがあ
ります。
（１）本サービスの提供が、施設設置面での技術的な理由等により困難な場合
（２）申込者が過去に自己に課せられた債務の履行を怠ったことがあるなど、本約款上要請
される債務の履行を怠るおそれがあると認められる場合

（３）加入申込書の記載事項に虚偽、不備（名義、捺印、識別のための番号および符号情報
等の相違・記入漏れ等をいいます。）がある場合

（４）申込者が未成年者、成年被後見人で、それぞれ法定代理人、後見人の同意が得られ
ない場合

（５）料金等の支払いについて、当社が定める方法に従っていただけない場合
（６）申込者が過去に約款違反等の理由で当社サービスの利用を停止されていた場合
（７）申込者の指定したクレジットカードまたは支払口座について利用停止処分がされている
場合
（８）申込者が当社の要求する本人確認のための書類を提出しなかった場合
（９）その他、当社の業務に著しい支障がある場合
２．当社は、サービス開始日または第１１条の規定により加入者が最大通信速度を変更する場
合は、その変更が完了した日を契約成立日とします。

３．当社は契約成立日以降、法令の定めに基づき、契約内容を記載した書面（以下「契約内
容書面」といいます。）を加入者に交付します。
４．加入者は、当社が別途定めるオプションサービスを利用する場合は、その定めに従い申込
をするものとします。

第８条（初期契約解除等）
１．加入者は、契約内容書面を受領した日から起算して８日を経過するまでの間、法令に基づ
き、文書によりその契約の解除を行うことができます。

２．前項による契約の解除は、同項の文書を発したときにその効力を生じます。
３．本条第１項の規定に基づき契約の解除を行う場合、加入者は宅外引込工事、宅内工事、
解除に伴う撤去工事等に要したすべての費用および手数料、解除までに提供された本サー
ビスの料金を負担するものとします。

４．前３項の規定のほか、加入者は契約成立日の前日までに当社へ申し出ることにより、その
申込の撤回ができるものとします。ただし、宅外引込工事、宅内工事等が着工または完了済
みの場合には、加入申込の撤回に伴う工事も含め、その工事に要した全ての費用を負担す
るものとします。

第９条（最低利用期間）
１．本サービスの最低利用期間は、サービス開始日から２４か月間とします。
２．最低利用期間内に契約の解除があった場合には、加入者は別表の料金表に定める解除
料を当社が定める期日までに支払うものとします。ただし、次のいずれかに該当する場合は
除きます。
（１）当社のインターネット接続サービス提供区域内へ転居する場合で、引き続き転居先で
本サービスの加入申込を行う場合

（２）第８条第１項の規定により、加入者が契約を解除する場合
（３）第３２条第３項および第４項の規定により、当社が加入契約を解除する場合

第３節 契約事項の確認・変更等
第１０条（登録事項の確認・変更）
１．加入者は、加入契約成立・変更に際し当社から送付する通知書の記載内容を確認し、訂
正すべき事項があった場合は、速やかに当社所定の方法により当社に届出るものとします。
２．加入者は、その氏名、住所、クレジットカード番号または支払口座番号等の登録事項の変
更があった場合は、速やかに当社所定の方法により当社に届出るものとし、当社が要求した
ときは、変更されたことを証明する書類を提出するものとします。
３．加入者は、前２項の届出を怠ったことにより当社からの通知が延着し、または到達しなかっ
た場合でも、通常到達すべきときに到達したものとみなされることをあらかじめ異議なく承諾
するものとします。

第１１条（速度変更）
１．加入者が最大通信速度を変更しようとするときは、当社所定の方法により申込み、当社が
承諾することによって、当社指定の時点から変更後の速度でのサービス提供を受けることが
できるものとします。
２．当社が速度変更の申込を承諾した場合、加入者は別表の料金表に定める速度変更手数
料を支払うものとします。
３．第１項に定める申込と承諾については、第７条第１項の規定を準用します。

第１２条（利用サービスの変更）
１．加入者が利用サービスを変更しようとするときは、契約期間満了日の３０日前までに当社
所定の方法により申込み、当社が承諾することによって、契約更新時から変更後のサービ
スの提供を受けることができるものとします。

２．前項に定める申込と承諾については、第７条第１項の規定を準用します。

第１３条（料金支払方法の変更）
１．加入者は、契約期間満了日の３０日前までに当社所定の方法により申込み、当社が承諾
することによって、次回契約更新時から他の種類の料金支払方法に変更することができるも
のとします。
２．前項に定める申込と承諾については、第７条第１項の規定を準用します。

第１４条（権利譲渡の禁止）
加入者は、本サービスの提供を受ける権利を譲渡することはできません。

第１５条（名義変更）
１．相続または法人の合併等により加入者の地位の継承があった場合は、相続人または合併
後存続する法人もしくは合併により設立された法人（以下「承継人」といいます。）は、これを
証明する書類および当社所定の書面を提出し、別表の料金表に定める名義変更手数料を
支払うものとします。
２．前項の場合、承継人は加入契約に基づくいっさいの債務を承継するものとします。

第４節 利用料金の支払い
第１６条（料金等の支払い）
１．当社は、利用料金を暦月単位で計算して請求するものとし、加入者が暦月の途中に利用
を開始した場合は、翌月１日より課金するものとします。（オプションサービスについては、オ
プションサービス利用約款の定めによります。）
２．加入者は、暦月の途中に解約する場合であっても、当月末日までの料金を支払うものとし
ます。
３．加入者は、別表の料金表に従い、本サービス料金および消費税相当額（地方消費税相当
額を含みます。以下同じ。）を、次の各号のいずれかの方法により支払うものとします。
（１）当社が指定する集金代行業者を通じ、当社の指定する期日に加入者が指定する預金
口座からの自動引落により支払う。

（２）当社が承認したクレジットカード会社の発行する加入者保有のクレジットカードの利用に
より支払う。

（３）当社が指定する期日までに、当社指定の金融機関の預金口座に振込み支払う。
４．前項の規定にかかわらず、既に当社他サービスを契約済みの場合は、既に契約済みのサ
ービス料金の支払方法と同様の方法で、本サービス料金および消費税相当額を支払うもの
とします。
５．消費税相当額の算定の際の税率は、当該算定時に税法上現に有効な税率とし、計算の
結果１円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てます。
６．本サービスの提供を受けるための電子計算機等（以下「加入者端末」といいます。）の設置
・維持に関する費用、本サービスを利用するために要した通信料金等は、当該加入者の負
担とします。
７．加入者が、本サービスを通じて、本サービス以外の有料サービスを利用した場合、その有
料サービスの提供者に別途そのサービス料金を支払う必要があります。
８．当社は、請求書および領収書の発行を省略することができるものとします。

第１７条（割増金）
本サービスの料金を不当に免れた加入者は、当社に対して、その免れた金額のほか、その免
れた金額の２倍に相当する金額を支払うものとします。

第１８条（支払遅延の場合の処理）
１．加入者は、本サービスの料金および本約款上の債務について支払期日までに支払いを行
わない場合には、支払期日の翌日から支払日の前日までの日数について年１４．６％の割
合で計算された金額を、遅延利息として当社が指定する期日までに支払うものとします。た



だし、当該債務が、支払期日の翌日から１０日以内に支払われた場合はこの限りではありま
せん。
２．当社は、次の各号の事由が生じた場合、一旦当該加入者の本サービスの利用を停止しま
す。当社は、新たに支払方法を指定することができ、指定日までに支払いがあった場合は入
金確認後当社所定の手続を経て利用停止を解除します。
（１）第１６条第３項第１号の支払方法の場合
集金代行業者から引落不可能の通知があった場合

（２）第１６条第３項第２号の支払方法の場合
クレジットカード会社からカード利用停止の通知があった場合

（３）第１６条第３項第３号の支払方法の場合
当社が指定する期日までに支払いがなかった場合

第１９条（既払金の処理）
当社は、加入者から支払われた料金および消費税相当額を、第８条第１項および第３項の場
合を除き、いかなる理由によっても返還しません。

第５節 施設・機器等
第２０条（施設の設置）
１．当社はネットワークセンターから加入者端末までの施設のうち、ネットワークセンターから光
成端箱までの施設（以下「当社施設」といいます。）を保有するものとします。
２．加入者は最寄りのドロップクロージャから光成端箱までの引込工事に際し、自営柱の建柱、
地下埋設等の特殊な工事を必要とする場合は、その実費を負担するものとします。
３．加入者は光成端箱の出力端子から加入者端末までの施設（以下「加入者施設」といいま
す。）設置に要する費用（以下「宅内工事代金」といいます。）を負担し、当社が貸与した機
器を除く加入者施設を所有するものとします。
４．共同住宅居住者､集合住宅居住者、賃貸戸建居住者等で共聴施設によりサービスの提供
を受けるべき場合については、前２項の規定にかかわらず、別途協議するものとします。

第２１条（施設の故障等）
１．当社は加入者からサービスの提供に異常がある旨の申し出を受けた場合には、速やかにこ
れを調査し必要な措置を講ずるものとします。異常の原因が加入者施設による場合は、そ
の修復に要する費用は加入者が負担するものとします。
２．加入者の故意または過失により当社施設および当社が貸与した機器に故障または毀損を
生じさせた場合には、その施設および機器の修復に要する費用は加入者が負担するものと
します。

第２２条（設置場所の変更）
１．加入者は次の場合に限り、引込線およびD-ONUの設置場所を変更できるものとします。
（１）変更先が同一敷地内の場合
（２）変更先が当社でサービス提供している区域内であり、かつ最寄りのドロップクロージャの
出力端子に余裕があり、技術的にサービス提供が可能な場合

２．加入者は前項の規定により引込線およびD-ONUの設置場所を変更しようとする場合は、当
社所定の方法によりその旨を申し出るものとします。
３．加入者は第２０条の規定にかかわらず設置場所変更に関するすべての費用を負担するも
のとします。

第２３条（工事の際の便宜供与）
１．当社施設および加入者施設の設置、検査、修理等の工事に際し、業者、工法および使用
機器等については当社の指定によるものとします。
２．加入者は当社または当社の指定する業者が、当社施設および加入者施設の設置、検査、
修理等を行うため、加入者が所有もしくは占有する敷地、家屋、構築物等へ無償で立入り、
当該行為を実施することをあらかじめ許可するものとします。
３．加入者は、加入者施設の設置について家主、地主その他利害関係者があるときにはあら
かじめ必要な承諾を得ておくものとします。また、このことに関し後日苦情が生じたときには、
加入者の責任において解決するものとします。

第２４条（維持管理責任の範囲）
１．当社の維持管理責任の範囲は当社施設とします。なお加入者は当社施設の維持管理
上、必要と判断される保守点検･修理･検査等を行う場合、当社のサービスが停止すること
があることを承諾するものとします。
２．加入者の維持管理責任の範囲は加入者施設とします。

第２５条（D-ONU）
１．当社は本サービスの加入者に対し、D-ONUを１台貸与します。
２．加入者は使用上の注意事項を厳守して、D-ONUを維持管理するものとします。
３．加入者は、次の各号の行為を行ってはならないものとします。
（１）D-ONUを当社の承諾なく当初の設置場所から移動させることおよび申込回線以外へ移
設すること。

（２）D-ONUを日本国外に持ち出すこと。
（３）D-ONUを譲渡または担保に供すること。
（４）D-ONUを転貸または売却して第三者に利用させること。
（５）D-ONUを分解、解析、改造、改変などして、引き渡し時の原状を変更すること。
４．加入者は、故意または過失によりD-ONUを破損または紛失した場合（盗難による場合を含
む）には、別表の料金表に定める損害金を当社に支払うものとします。
５．加入者は､当社が必要に応じて行うD-ONUのバ－ジョンアップ作業の実施に同意するものと
します。

第２６条（IDおよびパスワードの管理）
１．当社は、当社が業務委託契約を締結している株式会社エヌディエスに、加入者が本サービ
スを利用するためのIDおよびパスワードを発行させるものとします。
２．加入者は、IDおよびパスワードを自ら使用するものとし、第三者に譲渡、貸与、担保提供等
をしないものとします。
３．加入者は、次の各号に該当することが判明した場合には、直ちに当社にその旨連絡し、当
社からの指示に従うものとします。
（１）IDおよびパスワードを失念したとき
（２）IDおよびパスワードを盗まれたとき
（３）IDおよびパスワードを第三者によって不当に使用されたとき
４．IDおよびパスワードの使用上の過誤や前項に該当する事情によって生じた損害について、
当社は責任を負いません。

第２７条（加入者端末の設置・維持責任）
１．加入者は、自己の費用と責任で、加入者端末をD-ONUに接続するものとします。
２．加入者は、本サービスの利用に支障をきたさないよう、加入者端末を正常に稼働するよう
維持するものとします。

第６節 サービスの一時休止・中止等
第２８条（一時休止および再開）

１．加入者が本サービスの一時休止を希望する場合は、当社所定の書面によりその旨を当社
に申し出るものとします。当社は、休止日の属する月の翌月から再開日の属する月の前月ま
での期間は、利用料金を徴収しないものとします。
２．加入者は、サービスの一時休止を申し出る際に、別表の料金表に定める休止および再開
手数料を支払うものとします。
３．本サービスの一時休止期間は、１か月単位とし最長１年とします。なお、休止期間が３か月
を超える場合は、加入者は貸与機器を返還するものとします。
４．当社は、加入世帯ごとまたは事業所ごとに、一時休止および再開を取り扱うものとします。

第２９条（サービスの中止）
１．当社は、次の場合には、本サービスの提供を中止することがあります。
（１）本サービス用の設備の保守上または工事上やむを得ない場合
（２）本サービス用の設備の障害によりやむを得ない場合
（３）当社が接続する他の電気通信事業者がサービスを中止した場合
２．当社は、前項の規定により本サービスの提供を中止するときは、あらかじめその旨を加入者
に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。

第３０条（利用制限）
１．当社は、電気通信事業法に基づき、天災、事変その他の非常事態が発生しまたは発生す
るおそれがある場合の災害の予防もしくは救援、交通、通信もしくは電力の供給の確保また
は秩序の維持のために必要な事項を内容とする通信、および公共の利益のため緊急を要
する事項を内容とする通信を優先的に取扱うため、通信の利用を制限する措置をとることが
あります。
２．当社は、加入者がメールを大量に送信する等当社の電気通信設備に過大な負荷を生じる
行為をしたと判断するときは、その利用を制限できるものとします。
３．当社は、他の加入者に影響をおよぼす程度の高トラフィックを伴う利用を発見した場合は、
その利用を制限することがあります。
４．当社は、帯域を継続的かつ大量に占有する通信手順を用いて行われる当社所定の電気
通信を検知し、当該電気通信に割り当てる帯域を制御すること等により、電気通信の速度
や通信量を制限することがあります。

第７節 契約の解除
第３１条（加入者が行う加入契約の解除）
１．加入者は、当社に対し、解除日等の当社指定の事項を解除日から３０日前までに当社所
定の方法で通知することにより、加入契約を解除することができます。
２．当社は、加入契約が解除された場合、サービスの提供を停止し、引込線等の撤去を有償
で行います。宅外引込撤去工事代金は、別表に記載のとおりとします。撤去に伴い加入者
が所有もしくは占有する敷地、家屋、構築物等の復旧を要する場合には、加入者が自己の
責任でその復旧工事を行うものとします。
３．加入者は加入契約を解除した場合、直ちにD-ONUを当社に返却するものとし、返却できな
い場合には、別表の料金表に定める損害金を当社に支払うものとします。

第３２条（当社が行う加入契約の解除）
１．当社は、加入者が次の各号に該当するときは、当該加入者に催告した上で加入契約を解
除することができるものとします。
（１）利用料または各種料金の支払いを滞納した場合ないしそのおそれがある場合
（２）本約款に違反する行為があった場合ないしそのおそれがある場合
２．当社は、次の各号に該当するときは、当該加入者に催告することなく加入契約を解除する
ことができるものとします。
（１）前項の場合において、当社の業務遂行上著しい支障がある場合
（２）破産申立等により債務の履行が困難になったとき
３．当社、加入者のいずれの責にも帰することのできない事由により、当社施設の変更を余儀
なくされ、かつその代替構築が困難な場合、当社は加入者にあらかじめ通知をした上で加
入契約を解除することができるものとします。
４．共同住宅居住者、集合住宅居住者、賃貸戸建居住者等で共聴施設によりサービスの提
供を受けている加入者については、建物所有者と当社の集合住宅契約が終了した場合に
は、当然に加入契約も終了するものとします。この場合には、当社は加入者にあらかじめ通
知するものとします。
５．前条第２項および第３項の規定は、本条による解除の場合に準用します。

第３３条（解除後の法律関係）
１．契約期間中に発生した当該加入者のいっさいの債務は、解除後も履行されるまで存続しま
す。
２．加入者の債務は、解除により期限の利益を失うものとします。
３．当社は、加入者から既に支払われた料金および消費税相当額を返還しません。
４．当社は、加入契約が解除された後、当該加入者に対する全てのサービスの停止手続を行
います。

第８節 本サービス利用に関する情報の取扱い
第３４条（著作権）
１．別段の定めのない限り、本サービスの著作権その他知的財産権は当社に帰属するものとし
ます。
２．加入者は、本サービス上にアップロードした情報等についてそれらを削除する権利を当社に
与えたものとします。
３．加入者は、本サービス上にアップロードした情報等について生じた全ての法的責任を負うも
のとします。
４．加入者は、本サービスを利用することによって得られるいっさいの情報を、権利者の事前の
承諾を得ることなく、加入者個人の私的利用を超えた使用をすることはできず、また、方法
のいかんを問わず第三者の利用に供することができないものとします。

第３５条（当社による情報の消去）
１．当社は、加入者がホームページにアップロードしたデータおよび加入者が受信する電子メー
ルなどの加入者に帰属する情報について、契約により定められた容量を超えた場合、加入
者に事前の通知をすることなくこれを削除することができるものとします。
２．当社は、加入者がホームページにアップロードしたデータなど、加入者が公開している情報に
ついて、第４０条第１項各号のいずれかひとつにでも該当すると判断した場合は、当該加入
者への事前の通知をすることなく、その情報の全部もしくは一部を削除または表示させない
等の措置をとることができます。
３．当社は、前２項の措置により加入者に損害を生じたとしても、その責任を負いません。

第３６条（設備の故障による情報消失）
１．加入者は、本サービスを利用して受信し、または送信する情報について、本サービス用の
設備の故障による消失を防止するための処置をとるものとします。
２．当社は、本サービス用の設備の故障により加入者の情報が消失したため発生した損害につ
いて、責任を負いません。

第３７条（通信の秘密）



１．当社は、本サービスの提供に伴い取扱う通信の秘密を電気通信事業法第４条に基づき保
護し、本サービスの円滑な提供を確保するために必要な範囲でのみ使用または保存しま
す。
２．当社は、法令に基づく処分が行われた場合には、前項の守秘義務を負わないものとします。
３．当社は、加入者が第４０条第１項各号のいずれかに該当する行為を行い、本サービスの提
供を妨害した場合、本サービスの円滑な提供を確保するために必要な範囲でのみ、加入者
の通信の秘密に属する情報の一部を使用または保存することができます。

第３８条（個人情報保護）
１．当社は、加入者の個人情報（以下「個人情報」といいます。）を別途定める「個人情報保護
の宣言」に基づき、適切に取扱うものとします。
２．当社は、個人情報を次の各号の目的のために利用します。
（１）インターネット接続サービスの提供、加入者サポート業務、事務手続、事務連絡および
営業活動を目的とした訪問、電話、電子メール、郵便等各種媒体により広告、販売を
行うこと

（２）各サービスの提供を行うための工事施行、利用料金の収受に係る業務を行うこと
（３）迷惑メールの発信元確認および法律上照会権限を有する者からの照会を受けた場合
の調査を行うこと

（４）当社サービスの向上を図るため、アンケート調査および分析を行うことならびに景品等の
送付を行うこと

（５）加入者から個人情報の取扱いに関する同意を求めるために、電子メール、郵便等を送
付し、または電話、訪問すること

（６）その他、加入者から同意を得た範囲内の任意の目的で利用すること
３．当社は、前項の利用目的の実施に必要な範囲で、個人情報の一部を、契約等により個人
情報を適切に管理するように義務づけた業務委託先または提携先に預託する場合があり、
加入者は、あらかじめ異議なく承諾するものとします。
４．当社は、インターネット上での各種サービスの提供を目的として、業務委託契約を締結して
いる株式会社エヌディエスに、個人情報の一部を預託します。
５．当社は、個人情報を適切に管理し、あらかじめ加入者の同意なく、第三者に個人情報を開
示、提供することはありません。ただし、次のいずれかに該当する場合は除きます。
（１）法令に基づく場合
（２）人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得
ることが困難である場合

（３）公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であっ
て、本人の同意を得ることが困難である場合

（４）国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行
することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事
務の遂行に支障をおよぼすおそれがある場合

第３９条（提出書類の取扱い）
当社は、申込者または加入者から提出されたいっさいの書類を理由のいかんを問わず返却し
ません。当社が定める保存期間終了後、速やかに破棄します。

第９節 雑則
第４０条（禁止事項）
１．加入者は、本サービスを利用するにあたって、次の各号に該当する行為をしてはなりませ
ん。
（１）本サービスにより利用しうる情報を改ざんする行為
（２）ウィルス等の有害なコンピュータプログラム等を送信または掲載する行為
（３）他人のIDおよびパスワードを使用する行為
（４）他の加入者、第三者もしくは当社（以下、総称して「他者」といいます。）の著作権、商標
権等の知的財産権を侵害する行為またはそのおそれのある行為

（５）他者の財産、肖像権、プライバシーを侵害する行為またはそのおそれのある行為
（６）他者を不当に差別もしくは誹謗中傷・侮辱する行為、または他者への不当な差別を助長
し、その名誉もしくは信用を毀損する行為

（７）詐欺、児童売買春、預貯金口座および携帯電話の違法な売買等の犯罪に結びつく行為
またはそのおそれのある行為

（８）わいせつ・児童ポルノもしくは幼児虐待に相当する文書・画像・映像・音声等を送信また
は表示する行為、またはこれらを収録した媒体を販売する行為、およびその送信、表示、
販売を想起させる広告を表示もしくは送信する行為

（９）薬物犯罪、規制薬物、指定薬物、広告禁止告示品（指定薬物等である疑いがある物とし
て告示により広告等を広域的に禁止された物品）もしくはこれらを含むいわゆる危険ドラッ
グ濫用に結びつく行為、もしくはそのおそれのある行為、未承認もしくは使用期限切れの
医薬品等の広告を行う行為、またはインターネット上で販売等が禁止されている医薬品
を販売等する行為

（10）販売または頒布をする目的で、広告規制の対象となる希少野生動植物種の個体等の
広告を行う行為

（11）貸金業を営む登録を受けないで、金銭の貸付の広告を行う行為
（12）無限連鎖講（ねずみ講）、連鎖販売取引（マルチ商法）もしくはマルチ商法類似の取引
を開設し、またはこれに勧誘する行為

（13）違法な賭博・ギャンブルを行わせ、または違法な賭博・ギャンブルへの参加を勧誘する
行為

（14）人の殺害現場の画像等の残虐な情報、動物を殺傷・虐待する画像等の情報、その他
社会通念上他者に著しく嫌悪感を抱かせる情報を不特定多数の者に対して送信する行
為

（15）人を自殺に誘因もしくは勧誘する行為、または第三者に危害のおよぶおそれの高い自
殺の手段等を紹介するなどの行為

（16）他人になりすまして情報を送信または表示する行為（偽装のためにメールヘッダ等の部
分に細工を行う行為を含む）

（17）事実に反する情報または意味のない情報を送信または表示する行為
（18）受信者の同意を得ることなく広告、宣伝または勧誘のメールを送信する行為、または受
信者に嫌悪感を抱かせる、もしくはそのおそれのあるメール（嫌がらせメール、迷惑メー
ル）を送信する行為

（19）前号に掲げる禁止行為を行うための手段として、実在しないメールアドレス宛にメールを
送信する行為

（20）通信サービスまたはインターネット接続サービスを行う行為
（21）他者の設備・端末等の稼働に支障を与える行為、もしくは本サービスの運営を妨害する
行為またはそのおそれのある行為

（22）法令に違反する行為もしくはそのおそれのある行為、またはそれらの行為を請け負いし、
仲介または誘引（他人に依頼することを含む）する行為

（23）性風俗特殊営業に利用する行為
（24）公序良俗に反する行為および未成年者に悪影響を及ぼす行為またはそのおそれのあ
る行為

（25）犯罪や違法行為（けん銃等の譲渡、鉄砲・爆発物の不正な製造、児童ポルノの提供、
公文書偽造、殺人、脅迫等）に結びつく、またはそのおそれのある情報や、他者を不当に
誹謗中傷・侮辱したり、プライバシーを侵害したりする情報を、不特定の者をして掲載等さ
せることを助長する行為

（26）前各号のいずれかに該当する他人のデータ・情報等へリンクを張る行為
（27）その他、当社が不適切と判断する行為
２．加入者が前項各号のいずれかに該当する行為を行い、それにより当社および当社の提携
先が設備の毀損、第三者に対するクレーム対応等の損害を被った場合は、当該加入者は
当社に対し違約金として５万円を支払うほか、当社および当社の提携先が被った全損害を
填補するものとします。
３．加入者が電子メールを送信することにより第１項各号に違反したときは、当社は、前項に加
え、違反にかかる電子メール１通につき５０円を加算して当該加入者に請求することができる
ものとします。

第４１条（加入者の関係者による利用）
１．加入者が本サービスを家族その他の者（以下「関係者」といいます。）に利用させる場合
は、加入者は当該関係者に対しても加入者と同様に本約款を遵守させる義務を負うものと
します。

２．加入者は、関係者が第４０条第１項各号に定める禁止事項のいずれかを行い、またはその
故意または過失により当社に損害を被らせた場合、当該関係者の行為を当該加入者の行
為とみなして、本約款の各条項が適用されるものとします。

第４２条（免責事項）
１．当社は、本サービスにより提供される情報および本サービスの利用によりもたらされる結果
について保証をしません。当社は、本サービスの中断、遅延などが発生しても、その発生の
理由のいかんに関わらず、その結果加入者に生じた損害について責任を負いません。
２．本サービスの利用に起因して、加入者間または加入者・第三者間で紛争を生じた場合は、
当該加入者が自己の費用と責任において解決するものとし、当社は責任を負いません。
３．当社は天災、事変、その他当社の責に帰することのできない事由によるサービス提供の停
止に対しての損害賠償には応じません。

第４３条（管轄裁判所）
１．本サービスに関連して、加入者と当社との間で紛争が生じた場合は、当該加入者と当社と
の間で誠意をもって協議するものとします。
２．協議をしても解決しない場合は、仙台地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とします。

第４４条（準拠法）
本約款に関する準拠法は、日本法とします。

付則
当社は特に必要がある場合には、本約款に特約および規定等を付することができます。
本約款は、２００６年 ９月 １日より実施します。

２００６年１１月１日 一部改定
２００８年１月１日 一部改定
２００９年１２月１日 一部改定
２０１０年９月１日 一部改定
２０１１年７月１日 一部改定
２０１２年３月１日 一部改定
２０１４年４月１日 一部改定
２０１６年４月１日 一部改定
２０１６年７月１日 一部改定
２０１８年２月１日 一部改定
２０２１年４月１日 一部改定


